
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「高速道路における EV 急速充電設備の整備」 

<関東地区> 

NEXCO 東日本 公募要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年８月 

東日本高速道路株式会社 

  



１．目的 

政府の成長戦略会議の成長戦略（2021 年 6 月 18 日閣議決定）では、「電動車について遅

くとも 2030 年までにガソリン車並みの経済性・利便性を実現する」とされており、今

後、電動車の普及が加速することが見込まれる。東日本高速道路株式会社（以下、

「NEXCO 東日本」という）は、これまでも充電事業者と連携し、高速道路の休憩施設に

おいて EV 用の急速充電設備（以下、「充電設備」という）の整備・運営を進めてきた。 

また、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、令和 8 年 3 月に「NEXCO 東日本 

道路脱炭素化推進計画」を策定し、休憩施設における充電設備の整備について、電動車普

及状況を踏まえながら、各関係省庁と調整・整備のうえ進めていくこととしている。 

このような状況を踏まえ、今後の更なる充電需要への対応や道路利用分野の CO2削減の

ため、NEXCO 東日本が管理する休憩施設において充電設備の整備、運営及び管理を行う

事業者を公募する。 

※ 電動車とは EV、PHEV、HEV、FCV など走行に電動モーターを用いる自動車の総称 

２．対象となる休憩施設の名称及び所在等 

「別紙１」記載の全ての休憩施設 

３．公募期間 

2026 年 8 月 3 日（月）～2026 年 9 月 14 日（月）16 時 

４．公募要件 

本公募への参加を希望する事業者は、充電設備の整備から運営・管理までを全て事業者

の負担及び責任で行うことのほか、以下に記載する公募要件を全て承諾のうえ、本公募に

応募しなければならない。 

1）運営期間は、2027 年度の運用開始後から約 10 年間とする。 

2）「別紙１」記載の休憩施設内の場所に充電設備を整備し、運営する。 

3）2027 年度末までに充電設備の整備を完了し、運用開始する。 

※ 2026 年度は充電設備の整備に必要な調査・設計・協議等を実施するものとする。 

（整備完了までの標準概略スケジュールは「別紙２」参照） 

4）運用開始以降は、24 時間・365 日の運営を行い、利用者からの問合せや機器の故障に

対して常に対応できる管理（監視）体制を構築する。 

5）各設備は常に良好な状態が保たれるよう定期的に点検を行う。また、機器の故障や事

故等により利用に支障が生じた場合は速やかに復旧を行う。 

6）事業者側で実施・負担すべき内容は以下のとおりとする（NEXCO 東日本は土地の貸出

しのみを行う）。 

① 充電設備の整備・運営・管理に関する調査・設計 



② 充電設備の整備（電柱からの電源の引き込み配線・配管も含む） 

③ EV 駐車マスの造成・舗装（スロープを含む場合もある） 

④ 「電動車のための公共用充電施設におけるユニバーサルデザイン・バリアフリー対

応に関するガイドライン（2024 年 8 月：経済産業省、国土交通省）」に基づく対応 

⑤ 整備に必要な協議・申請（道路占用に必要な申請資料作成も含む） 

⑥ 整備に伴う支障物（埋設物、標識、照明、二輪車マス等）の移転 

⑦ EV 駐車マスまでの誘導に必要な標識（高速道路本線及び休憩施設内）、問合せ先等

の掲示 

⑧ 充電設備に必要な土地使用料の負担 

⑨ 充電設備整備事業に係る NEXCO 東日本の経費の負担 

⑩ その他、本事業に関わる一切の費用（事業者が運営期間中に運営を取りやめた場合

は、それまでに事業者が費やした一切の費用）の負担 

7）充電設備の設計・運用は以下のとおりとする。 

① 充電設備の設置位置は「別紙１」図面から選定する。 

② 利用料金の支払いは会員登録等により利用者を限定せず、都度利用も可能とする。 

③ 他のサービス又は物品の購入などを利用条件としない。 

④ 広告又は飲食等の充電以外のサービスを提供しない。 

⑤ 各種法令（電気事業法、電気設備の技術基準、電気用品安全法等）を遵守する。 

⑥ 充電設備の利用状況（充電場所、利用日時、利用区分等）のデータを整理し、毎月

NEXCO 東日本に情報提供を行う。 

⑦ 故障が発生した場合、速やかに利用者が確認できる情報提供体制を整える。 

⑧ 充電設備の具体的な設置位置、工事・管理方法等は NEXCO 東日本との合同現地調

査を実施し、協議を行った上で決定する。 

⑨ 充電設備に必要な国の補助金が確保できなかった場合に備え、NEXCO 東日本との

契約書に契約解除条項を記載できるものとする。 

※ 上記以外の事項については「充電インフラ整備促進に向けた指針（2023 年 10 月：

経済産業省）」に準拠するものとする。ただし、充電規格及び通信規格は、同指針

の記載の有無にかかわらず無指定とする。 

8）運営期間終了後の充電設備（埋設管を含む）は、NEXCO 東日本の別段の指示又は同意

がある場合を除き、撤去により現状復旧を行う。また、運営期間の最終年度には次期

整備・運営事業者との引継ぎにかかる協議等に信義誠実に応じるものとし、協議次第

では 1）に定める運営期間満了以前に事業を終了する場合がある。 

9）土地使用料は、事業者が応募時に提出した本要領６に示す「別紙３」の金額に基づ

き、事業者が支払うものとする。借地範囲は、事業者が整備した充電設備及び EV 駐

車マス等に必要な実際の範囲とする。ただし、借地範囲に道路法第 18 条において定め

られた道路の区域がある場合、当該部分は道路法に基づく占用の対象となるため、独



立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構の道路占用許可を受ける必要がある。な

お、道路占用許可を受けた場合は、同機構が定める占用料を毎年度支払うものとす

る。また、占用料の額は毎年度見直される場合がある。 

10）本事業の実施のために事業者が「別紙１」に定める休憩施設の内外に整備する資機材

その他の資産は、すべて事業者の保有とする。 

５．応募資格 

1）東日本高速道路株式会社契約規程実施細則（平成 17 年東日本高速道路株式会社細則第

16 号）第 6 条に該当する者ではないこと。 

東日本高速道路株式会社契約規程実施細則：https://www.e-nexco.co.jp/bids/stipulation/ 

2）応募審査用紙の提出時に NEXCO 東日本から競争参加資格停止又は取引停止措置を受け

ていないこと。 

3）日本国内に本店又は主たる事務所を有し、日本の法令に基づく商業登記又は法人登記

がされている法人であること。 

4）充電設備の整備・運営にあたって日本語で対応できること。 

６．応募方法 

1）応募審査用紙の提出 

応募者は、応募審査用紙「別紙３」（以下、「応募資料」という）に必要事項を記入の

うえ、以下のメールアドレスに申請書類一式を提出すること。提出された応募資料は

本公募の選定のみに使用し、本公募の選定以外に無断で使用することはないものとす

る。なお、応募資料の作成及び提出に要する費用は応募者の負担とする。 

提出先：NEXCO 東日本 EV 公募窓口 E-mail：ev_kobo@e-nexco.co.jp 

2）応募に関する質問 

応募に関する質問は E-mail により受け付ける。質問者は「別紙４」質問及び回答リス

トに質問日、質問箇所、質問内容を記入のうえ、ev_kobo@e-nexco.co.jp まで送信する

ものとする。回答は受付期間に受領した質問に対する回答を本公募 HP（https://www.e-

nexco.co.jp/news/bids/2026/0803/00016418.html）に一括して掲載する形で行う。 

質問受付期限：2026 年 8 月 24 日（月）16 時 

質問に対する回答日：2026 年 9 月 2 日（水） 

3）応募内容の確認 

提出された応募資料で不明な箇所がある場合は、必要に応じて応募内容の確認を実施

する。その場合は、応募内容の確認の実施時期、方法及び内容等について、NEXCO 東

日本より別途連絡するものとする。 

4）応募者の選定方法及び選定基準 

https://www.e-nexco.co.jp/bids/stipulation/
https://www.e-


応募資料及び応募内容を確認し、選定基準（A）基本項目、（B）加点項目及び（C）土

地使用料に基づき、以下の選定方法により整備・運営事業者を決定する。 

・（A）基本項目が「適」である応募者のうち、（B）加点項目にかかる加点評価が最も

高い応募者を決定事業者とする。 

・（B）加点評価が同点の場合は、（C）土地使用料（土地使用料単価×借地予定面積）

の合計が最も高い応募者を決定事業者とする。 

・土地使用料も同額の場合は、同額者同士によるくじ引きにより決定事業者を選定す

る。 

 

（A）基本項目 

・評価基準は、以下 1）～3）の各項目を「適・不適」で判断するものとし、全項目で

条件を満たす場合は「適」、1 項目でも条件を満たさない項目があった場合は「不

適」とする。 

1）事業者適格 応募審査提出日から決定事業者選定の

日までの間、本要領５に示す 1）～4）

を全て満たすものであること 

 

2）運営実績 日本国内における充電設備の整備・運

営等の実績を有すること（高速道路の

SAPA、道の駅、コンビニエンススト

ア、ガソリンスタンド等における実

績） 

 

3）運営体制 監視体制 24 時間、365 日の充電設備の監視体制

が構築されていること 

「適・不適」 

 初動対応力 故障発生時における 24 時間以内の技

術者の連絡体制又は派遣体制が構築さ

れていること 

 

 対応能力 保守用機器（予備品）を保有している

こと（事故や自然災害による休止を除

き、速やかに復旧できること） 

 

 

  



（B）加点項目 

・応募者から提出される応募資料に基づき以下 1）～5）の各項目で評価を実施し、そ

の合計値を加点評価点とする。なお、加点評価は、整備（予定）箇所ごとに積み上

げた総計点で評価を行う。 

項目 +0 点 +1 点 +2 点 +3 点 +4 点  

1）基数及び口数 1 基 

1 口 

1 基 

2 口 

2 基 

2 口 

   

2）最大出力（kW/基） 90 

未満 

90 

以上～ 

120 

未満 

120 

以上～ 

150 

未満 

150 

以上～ 

250 

未満 

250 

以上～ 

 

3）運営体制（故障発生時

24 時間以内の現地対

応） 

連絡 

体制 

構築 

 派遣 

体制 

構築 

   

4）決済手段（会員カー

ド・クレジットカー

ド・モバイル決済・ETC

等） 

1 種類 2 種類 3 種類 

以上 

   

5）課金方式 時間制 

課金 

従量制 

課金 

    

※ モバイル決済とは、スマートフォンなどのモバイル端末を使って支払いを行うキャ

ッシュレス決済方式の総称 

 

（C）土地使用料 

・土地使用料（円/㎡・年）を審査価格として評価する。なお、土地使用料が基準価格

を下回る場合は「不適」とする。 

※ 土地使用料（円/㎡・年）の基準価格は「別紙５」参照 

 

5）選定結果の通知 

選定結果は、申請時に送付のあったメールアドレスへの通知とし、整備・運営事業者

（決定事業者）以外への連絡は行わない。なお、公表は 2026 年 10 月上旬頃を予定し

ており、整備・運営事業者（決定事業者）は NEXCO 東日本ホームページ等において

会社名と点数を公表するものとする。 

6）選定通知の取り消し 

整備・運営事業者（決定事業者）が次のいずれかに該当することが判明した場合は、

通知を取り消す場合があるものとする。 



① 選定の通知を受けた者が、虚偽その他不正な手段により選定されたことが判明した

とき。 

② 選定の通知を受けた者から取り消しの申請があったとき。 

③ 選定の通知を受けた者が、５．応募資格 1）、3）及び 4）の条件を満たさなくなっ

たことにより、決定事業者として適切ではないと認められたとき。 

④ その他、選定の取り消しが必要と認められたとき。 

７．契約の締結 

整備・運営事業者（決定事業者）は、「業務提携基本契約書等」により契約を締結する

ものとする。 

なお、本要領のうち整備・運営に関する事項は本事業の契約の一部を構成するものと

し、NEXCO 東日本及び整備・運営事業者を拘束する。 

 

以 上 

 


